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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名 監 査 第 ６ 号 　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 令和８年９月１日　　

 　名寄市長  加　藤  剛　士 　 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名寄市監査委員　久　保　　　敏 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名寄市監査委員　佐　藤　　　靖

 

 

　　　令和７年度名寄市各会計決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の

　　　審査意見について

 

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第３条第１項及び

第22条第１項の規定により審査に付された、令和７年度名寄市各会計の決算に基づく健

全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類につい

て審査しましたので、次のとおり意見を提出します。

 

 

 



　                             資金不足比率の算定と年度比較　　 　(単位　千円・％）

 

　　　　　　　　　　　　　目　　　　　　　　　　　次
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　　　（１）健全化判断比率の状況

　　　　　ア 実質赤字比率　･････････････････････････････････････････　　２
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　　　（２）資金不足比率の状況

　　　　　ア 地方公営企業法適用事業　･･･････････････････････････････　　６
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　　（注１）用語の定義等は特段の定めがある場合を除き、次の法律の定めるところによる。

　　　　    地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）

　　　　    地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令（平成19年政令第397号）

　　　　    地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則（平成20年総務省令第８号）

　　　　    地方財政法（昭和23年法律第109号）

　  （注２）「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における算定のための記載要領に

　　　　  基づく数値を用いている。

    （注３）文中及び各表中の比率等の用法は、次のとおりである。

       （１）「△」 : 負の値を示し、増減では減を表している。

       （２）「－」 : 「該当数値なし」及び「算定されないもの」を表している。

       （３） 増減：令和７年度数値から令和６年度数値を差し引いた値

       （４）「ポイント」:百分率間または指数間の単純差引数値



１　審査の対象

　　令和７年度決算に基づき算定された健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質

　公債費比率、将来負担比率）及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類

法非適用

注１  第三セクターの株式会社名寄振興公社は損失補償契約を締結している等の要件に該当しない団体のため、

２　審査の期間

　　令和８年８月24日から同年８月31日まで

３　審査の方法

　　健全化判断比率及び資金不足比率並びにこれらの算定の基礎となる事項を記載した書類が、関

  係法令に基づき適正に作成されているかどうかを主眼として、関係書類の照合等を行うとともに、

  関係部局からの説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。

健全化判断比率及び資金不足比率の対象となる会計の区分

区　分 会計名等 比　　　率

国民健康保険特別会計(保険事業勘定)

国民健康保険特別会計(直診勘定)

介護保険特別会計(保険事業勘定)

介護保険特別会計(サービス事業勘定)

後期高齢者医療特別会計

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計　　

食肉センター事業特別会計

北海道市町村備荒資金組合

北海道後期高齢者医療広域連合

名寄地区衛生施設事務組合

上川北部消防事務組合　ほか

第三セクター （注１） 　―

　　上表に記載していない。

一
般
会
計
等

一般会計

一般会計等に属する
特別会計

名寄市立大学特別会計

一般会計等以外の特
別会計のうち、公営
企業会計に係る特別
会計以外の会計

公
営
企
業
会
計
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４　審査の結果

　　審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率は、関係法令等に準拠して適正に算定されて

　おり、その算定の基礎となる事項を記載した書類とも符合し、正確であると認めた。

（１）　健全化判断比率の状況

　　　  健全化判断比率とは、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率

　　　の４つの財政指標の総称である。これらはいずれも国が示す早期健全化基準を下回っており、

　 　 財政の健全性が維持されている範囲にあると認められる。

第１表 　（単位：％）

令和７年度 早期健全化基準 令和６年度 令和５年度

－ 12.92 － －

－ 17.92 － －

9.8 25.00 9.9 9.9

34.9 350.00 21.8 9.3

　※  比率は、小数点以下第２位を切り捨てて表示している。

　 　 

 　ア　実質赤字比率
  　 　令和７年度の実質赤字比率は、実質赤字額がないため比率は算定されていない。

区　　　　分

令和７年度 令和６年度 令和５年度
① ②

一般会計等実質収支額 309,133 427,719 350,749 △ 118,586

－ － － －

（△309,133） (△427,719） (△350,749） (118,586)

標準財政規模 Ｂ 13,282,942 12,959,215 12,911,906 323,727

－ － － －

(△ 2.32) (△ 3.30) (△ 2.71) (0.98)

注１  一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字額

実質赤字額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）−（歳計剰余額＋繰越に係る未収入特定財源）

注２　比率は、小数点以下第３位を切り捨てて表示している。

※ 表中の△（負の値）表示は、黒字である財政状況を示しており、注１，２の（　）は参考までに算定結果を示し

 たもの。

　健全化判断比率　

健全化判断比率 参　　　考

比　　　率

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率が算定されない場合は、「－」で表示して

　　いる。

第２表　　　　　　　　　　　実質赤字比率の算定と年度比較　　 　(単位：千円・％・ﾎﾟｲﾝﾄ）

実質収支額等

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

区　　　分
増 　減
①－②

実質赤字額　 Ａ（注1）

実質赤字比率　Ａ/Ｂ　(注２）

　　実質赤字比率とは、地方公共団体の一般会計等を対象とした赤字額の標準財政規模に対する比率で、
　次の算式による。

  実質赤字比率 ＝ 　×100

－2－



　　イ　連結実質赤字比率

 　 　　令和７年度の連結実質赤字比率は、連結実質赤字額がないため比率は算定されていない。

令和７年度 令和６年度 令和５年度
① ②

178,581 151,579 164,497 27,002

535,386 929,601 1,982,784 △ 394,215

0 384,295 1,364,692 △ 384,295

181,812 228,580 326,705 △ 46,768

353,574 316,726 291,387 36,848

1,023,100 1,508,899 2,498,030 △ 485,799

Ａ △ 1,023,100 △ 1,508,899 △ 2,498,030 485,799

Ｂ 13,282,942 12,959,215 12,911,906 323,727

－ － － －

(△ 7.70) (△ 11.64) (△ 19.34) (3.94)

※ 連結実質赤字額の△（負の値）表示は、黒字である財政状況を示している。

（ア）　一般会計及び公営企業(地方公営企業法適用企業・非適用企業)以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の

　　  実質赤字の合計額

（イ）　公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

（ウ）　一般会計及び公営企業会計以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

（エ）　公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

　　特別会計のうち国民健康保険特別会計（直診勘定）、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計

　（サービス事業勘定）及び公営企業法非適用企業の食肉センター事業特別会計は歳入歳出差引額

  ０円となったため、記載を省略した。

第３表　　　　　          　　連結実質赤字比率の算定と年度比較　　   　(単位：千円・％・ﾎﾟｲﾝﾄ）

実質収支額等

特  別  会  計

国民健康保険特別会計
（保険事業勘定）

介護保険特別会会計
（保険事業勘定）

公営企業会計(地方公営企業法適用企業）

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

合 計

連結実質赤字額　　

標準財政規模

注１　連結実質赤字比率は、小数点以下第３位を切り捨てて表示している。（　）は参考までに算定結果を示したもの。

　連結実質赤字比率とは、地方公共団体の全会計を対象とした赤字額または資金の不足額の標準財政規模に対する
比率で、次の算式による。

連結実質赤字額

標準財政規模

※ 連結実質赤字額（ア）と（イ）の合計額が（ウ）と（エ）の合計額を超える場合の当該超える額

区　　　　分
増 　減
①－②

一般会計等(名寄市立大学特別会計を含む） 309,133 427,719 350,749 △ 118,586

17,402 10,009 20,637 7,393

161,179 141,570 143,860 19,609

連結実質赤字比率   Ａ/Ｂ （注１）

連結実質赤字比率 ＝ ×100

－3－



ウ　実質公債費比率

　　令和７年度の実質公債費比率(３カ年平均)は9.8％と前年度比で0.1ポイント減少しており

令和７年度 令和６年度 令和５年度
① ②

Ａ 2,811,365 2,766,915 2,821,141 44,450

Ｂ 831,760 818,449 798,239 13,311

一部事務組合等の起こした地方債に充て

たと認められる補助金又は負担金

755 400 175 355

Ｃ 345,340 288,509 272,976 56,831

103,345 90,794 96,574 12,551

75,723 39,722 33,089 36,001

Ｅ 13,282,942 12,959,215 12,911,906 323,727

① 1,071,267 1,073,918 1,051,009 △ 2,651

② 11,056,424 10,736,278 10,616,511 320,146

9.8 9.9 9.9 △ 0.1

注２　小数点以下第２位を切り捨てて表示している。

(地方債の元利償還金＋準元利償還金)－(特定財源＋元利償還金・

準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

※ 準元利償還金（ア）から（オ）までの合計額

（ア）　満期一括償還地方債について、償還期間を30年とすると元金均等年賦償還とした場合における１年当た

　　　りの元金償還金相当額

（イ）　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認め

　　　られるもの

　                             資金不足比率の算定と年度比較　　 　（ウ）　組合・地方開発事業団(組合等)への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充

　　　てたと認められるもの

（エ）　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

（オ）　一時借入金の利子

　早期健全化基準の25.0％（第１表参照）を下回っている。

第４表　　　　　　　　　　　実質公債費比率の算定と年度比較　　　 　(単位：千円・％・ﾎﾟｲﾝﾄ）

地方債の元利償還金

準元利償還金

公営企業に要する経費の財源とする地方
債の償還の財源に充てたと認められる
繰入金

一時借入金の利子

特定財源

貸付金の財源として発行した地方債に

係る貸付金の元利償還金

公営住宅使用料

都市計画事業の財源として発行された

地方債償還額に充当した都市計画税

その他

元利償還金・準元利償還金に

係る基準財政需要額算入額　　 　Ｄ

標準財政規模

分子 　      （Ａ+Ｂ)-(Ｃ+Ｄ)

分母     　           (Ｅ-Ｄ)

実質公債費比率 (３カ年平均）　（注２）

注１　小数点第６位を四捨五入して表示している。

　実質公債費比率とは、地方公共団体の一般会計等が負担する地方債の元利償還金及び準元利償還金の標準財
政規模に対する比率で、次の算式による。

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

区　　　　分
増 　減
①－②

808,149 793,894 747,013 14,255

0 0 0 0

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの 22,856 24,155 51,051 △ 1,299

50,676 50,676 23,522 0

115,596 107,317 119,791 8,279

Ｄ 2,226,518 2,222,937 2,295,395 3,581

実質公債費比率（単年度） ①/② (注1） 9.68909 10.00270 9.89976 △ 0.31361

　実質公債費比率 ＝　　　　　
　×100

－4－



エ　将来負担比率

　  令和７年度の将来負担比率は34.9％であり、早期健全化基準の350.0％（第１表参照）を下回

令和７年度 令和６年度 令和５年度
① ②

26,268,297 24,069,023 24,964,761 2,199,274

99,379 56,307 43,901 43,072

5,236,743 5,461,393 5,363,402 △ 224,650

0 0 0 0

972,441 904,697 606,713 67,744

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

Ａ 32,576,860 30,491,420 30,978,777 2,085,440

6,952,779 7,684,825 8,763,431 △ 732,046

1,894,947 1,909,334 2,180,461 △ 14,387

628,075 613,813 701,203 14,262

19,864,219 18,549,131 19,040,001 1,315,088

Ｂ 28,711,945 28,143,290 29,983,893 568,655

① 3,864,915 2,348,130 994,884 1,516,785

Ｃ 13,282,942 12,959,215 12,911,906 323,727

② 11,056,424 10,736,278 10,616,511 320,146

（注1） 34.9 21.8 9.3 13.1

注１　小数点以下第２位を切り捨てて表示している。

　　将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額＋

　　　　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額)

　　※ 将来負担額（ア）から（コ）までの合計額

　　（ア）　一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

　　（イ）　債務負担行為に基づく支出予定額(地方財政法第５条各号の経費に係るもの)

　　（ウ）　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額

　　（エ）　当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

　　（オ）　退職手当支給予定額(全職員に対する期末要支給額)のうち、一般会計等の負担見込額

    っているが、将来負担額が前年度比20億8,544万円と大幅に増加したため、将来負担比率が前年度

    比で13.1ポイント増となった。

第５表　　　　　　　　　　　　　将来負担比率の算定と年度比較　　　　 　(単位：千円・％・ﾎﾟｲﾝﾄ）

地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人の負債額等負担見込額

第三セクター等

連結実質赤字額

組合連結実質赤字額負担見込額

合     計

充当可能基金額

充当可能特定歳入額

うち都市計画税

基準財政需要額算入見込額

合     計

充当後将来負担額         Ａ—Ｂ

標準財政規模

元利償還金・準元利償還金に

係る基準財政需要額算入額

調整後標準財政規模       Ｃ—Ｄ

将来負担比率   　　　　 ①/②

　将来負担比率とは、地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率であ
り、次の算式による。

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

区　　　　分
増 　減
①－②

 
充
当
可
能
財
源
等
 

Ｄ 2,226,518 2,222,937 2,295,395 3,581

　　将来負担比率 ＝
　×100

将
来
負
担
額
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　　（カ）　地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案

　　　　　した一般会計等の負担見込額

　　（キ）　当該団体が受益権を有する信託の負債額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案した一般会計等の負

　　　　　担見込額

　　（ケ）　連結実質赤字額

　　（コ）　組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

　　※ 充当可能基金額（ア）から（コ）までの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金

（２）　資金不足比率の状況

　 ア　地方公営企業法適用事業

　　   各会計に資金の不足額はなく、 経営健全化基準である20.0％を下回っている。

第７表　                    資金不足比率の算定と年度比較　　 　 　   (単位：千円・％・ﾎﾟｲﾝﾄ）

令和７年度 令和６年度
① ②

Ａ 3,057,039 2,473,713 583,326

Ｂ 570,163 648,024 △ 77,861

Ｃ 925 14,442 △ 13,517

Ｄ 2,276,964 2,224,426 52,538

Ｅ 2,443,525 0 2,443,525

Ｆ 8,577,191 8,394,906 182,285

Ｇ 0 0 0

④ 8,577,191 8,394,906 182,285

注１　Ａ-Ｂ+Ｃ-Ｄ＞０の場合、解消可能資金不足額Ｅを控除し、その額が０未満の場合は「０」とする。

　　（ク）　設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべき

　　　　　ものとして当該団体の一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付を行った貸付金の額のうち、当該設立法

　　　　　人以外の者の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

　　　　令和７年度決算において、各会計とも資金不足額が発生していないため比率は算定されて

　　　いない。

　　第６表 資金不足比率            （単位：％）

会　　計　　名 令和７年度（注1） 経営健全化基準（注2）

病 院 事 業 会 計 － 20.0 

水 道 事 業 会 計 － 20.0 

下 水 道 事 業 会 計 － 20.0 

公営企業法非適用 食肉センター事業特別会計 － 20.0 

注１　資金不足がない場合は、「－」で表示している。

注２　経営健全化基準は早期健全化基準に相当する基準で地方債協議・許可制度における許可制移行基準を勘案して20％と

　　されている。

    (ア)　病院事業会計

令和５年度

流動負債 2,369,636

流動負債のうち建設改良費の支
払に充てる企業債・長期借入金 608,775

建設改良費等以外の経費の財源に充てる
ために起こした地方債の現在高 27,921

流動資産 3,153,474

解消可能資金不足額 0

資金の不足額
（Ａ-Ｂ+Ｃ-Ｄ)-Ｅ 

営業収益（医業収益） 8,566,613

受託工事収益 0

事業の規模 　  （Ｆ-Ｇ） 8,566,613

　　資金不足がない場合は△（負の値）となる。

注２　資金不足額がないため、「－」で表示している。

公営企業法適用

区　　　　分 増 　減
①－②

③（注1） 0 △ 384,295 △ 1,364,692 384,295

資金不足比率        ③/④ （注2） － － － －
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令和７年度 令和６年度
① ②

Ａ 387,375 390,360 △ 2,985

Ｂ 291,928 289,960 1,968

Ｃ 0 0 0

Ｄ 277,259 328,980 △ 51,721

Ｅ 0 0 0

Ｆ 609,363 558,110 51,253

Ｇ 0 0 0

④ 609,363 558,110 51,253

注１　Ａ-Ｂ+Ｃ-Ｄ＞０の場合、解消可能資金不足額Ｅを控除し、その額が０未満の場合は「０」とする。

第９表　                    資金不足比率の算定と年度比較　   　      (単位：千円・％・ﾎﾟｲﾝﾄ）

令和７年度 令和６年度
① ②

Ａ 390,436 400,843 △ 10,407

Ｂ 351,223 363,492 △ 12,269

Ｃ 4,400 0 4,400

Ｄ 397,187 354,077 43,110

Ｅ 0 0 0

Ｆ 640,691 613,336 27,355

Ｇ 0 0 0

④ 640,691 613,336 27,355

注１　Ａ-Ｂ+Ｃ-Ｄ＞０の場合、解消可能資金不足額Ｅを控除し、その額が０未満の場合は「０」とする。

    (イ)　水道事業会計

第８表                  　  資金不足比率の算定と年度比較　　  　　 　(単位：千円・％・ﾎﾟｲﾝﾄ）

令和５年度

流動負債 388,286

流動負債のうち建設改良費の支
払に充てる企業債・長期借入金 309,134

建設改良費等以外の経費の財源に充てる
ために起こした地方債の現在高 0

流動資産 405,857

解消可能資金不足額 0

資金の不足額
（Ａ-Ｂ+Ｃ-Ｄ)-Ｅ 

営業収益（医業収益） 569,578

受託工事収益 45

事業の規模 　  （Ｆ-Ｇ） 569,533

　　資金不足がない場合は△（負の値）となる。

注２　資金不足額がないため、「－」で表示している。

    (ウ)　下水道事業会計

令和５年度

流動負債 492,455

流動負債のうち建設改良費の支
払に充てる企業債・長期借入金 386,143

建設改良費等以外の経費の財源に充てる
ために起こした地方債の現在高 0

流動資産 397,699

解消可能資金不足額 0

資金の不足額
（Ａ-Ｂ+Ｃ-Ｄ)-Ｅ 

営業収益（医業収益） 579,488

受託工事収益 0

事業の規模 　  （Ｆ-Ｇ） 579,488

　  資金不足がない場合は△（負の値）となる。

注２　資金不足額がないため、「－」で表示している。

区　　　　分 増 　減
①－②

③（注1） △ 181,812 △ 228,580 △ 326,705 46,768

資金不足比率        ③/④ （注2） － － － －

区　　　　分 増 　減
①－②

③（注1） △ 353,574 △ 316,726 △ 291,387 △ 36,848

資金不足比率        ③/④ （注2） － － － －
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　イ 地方公営企業法非適用事業

資金不足比率とは、公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率であり、次の算式による。

※ 資金の不足額

（ア）資金の不足額(法適用企業)＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の

　　　　　　　　　　　　　　　　　現在高－流動資産）－解消可能資金不足額

（イ）資金の不足額（法非適用企業）＝（歳出額＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債

　　　　　　　　　　　　　　　　　　の現在高－歳入額）－解消可能資金不足額

（ウ）解消可能資金不足額　事業の性質上、事業開始後の一定期間構造的に生じる資金の不足額がある場合におい

　　て、資金の不足額から控除する一定の額

※ 事業の規模

（ア）事業の規模（法適用企業）＝営業収益の額－受託工事収益の額

（イ）事業の規模（法非適用企業）＝事業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額

（ウ）指定管理者制度（利用料金制）を導入している公営企業については、営業収益の額に関する特例がある。

５　むすび

  　 食肉センター事業特別会計は、一般会計からの繰入金で調整を行ったため歳入歳出差引額は

   ０円となり、資金不足は生じていない。

資金の不足額
事業の規模 ×100資金不足比率 ＝

　令和７年度の決算状況について、健全化判断比率や資金不足比率はいずれも基準値を下回ってお

り、財政の健全性が維持されている範囲にあると認められた。

　しかしながら、将来において財政を圧迫する可能性の度合いを示す将来負担比率については、前

年度比で13.1ポイント増の34.9％となり状況が悪化している。その要因としては、大型事業実施に

伴う地方債の発行によって地方債現在高が増加したことによる将来負担額の増加や基金の取崩額が

増加したことにより、財政調整基金等の充当可能財源が大きく減少したことによるものであり、今

後も様々な財政的課題が予想されることから指標の動向に留意する必要がある。

　また、資金不足比率では、全会計で資金不足は発生していないが、病院事業会計においては、６

ページの第７表　資金不足比率の算定と年度比較に記載のとおり、解消可能資金不足額24億4,352万

５千円を控除したことにより、資金不足が０円となっているものであり、この状況を見ると決して

予断を許すものとなっていない。令和７年度決算において、名寄市立総合病院では病院事業収支で

８億4,191万円の純損失を計上しており、病院事業収益の確保と病院事業費用の削減に対する具体的

な方策を講じる必要がある。

　今後においては、令和９年４月からスタートする名寄市第３次総合計画に基づく中長期的な財政

計画を策定することになるが、社会経済の情勢等に注視し、将来負担を見据えながら財政の健全化

に向けて努力されたい。
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